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１．はじめに
九州電力ショック（2014年）、2016年以降の「空容量ゼロ問題」「工事費負担金問題」などに代表する現在の系統接続問題は、再生可能エネルギーの急速な拡大に悪影響を与え、新規参入者への事業コスト・事業リスクを拡大させる要因となった。これらの問題が発生したのは、FIT法および電気事業法の改正で再エネの接続義務（優先接続）が全発電への接続義務（先着優先）へ変更されたことが背景にある。
しかしこれらの背景を探るには、FIT法制定時からの政策決定過程、すなわち法解釈の齟齬や政治的判断の対立構図を踏まえなければ、問題の本質は見えてこない。そこで、本報告では、日本における主要なアクター（立法府・経済産業省・一般電気事業者・環境保護団体・研究者）を取り上げ、それらが「優先接続」をどう定義してきたかを、実際の政策決定過程の分析とEU再生可能エネルギー指令・電力指令との比較から明らかにする。
２．分析方法

政策決定者である経済産業省によるFIT法第5条の運用と法改正による第5条の事実上の廃止が「現在の系統接続問題」を引き起こしたことを前提に、次の3点を分析する。

第一に、日本における各ステークホルダーの「優先接続」規定に対する解釈や政治的判断の分析である。再エネ政策を考える上で、主要となる日本におけるアクターを取り上げ、FIT法第5条に対する解釈や政治的判断の違いを比較する。

第二に、日本の各ステークホルダーが示す「優先接続」の源流を辿ることである。そのためには、Priority Access、Priority Connectionという「2つの優先接続」がEUにおける再エネ指令、電力指令の中でどう規定されてきたかを時系列で理解する。

最後に、実際の政策決定過程において、「各ステークホルダーが言う『優先接続』規定がEUとの比較でどれを示していたのか」を明示し、「優先接続」論争の全体像を示す。
３．分析結果
① 各ステークホルダーの「優先接続」規定に対する解釈や政治的判断の分析
　第一に、立法府・行政府・環境保護団体・一般電気事業者・専門家という異なるステークホルダー間で、FIT 法第5 条の解釈や政治的判断に相違や矛盾が存在したということ

である。第二に、FIT 法第5 条は再エネの接続義務を課す一方で他の電源の接続義務を規定しない実質的な「優先接続状態」であったが、FIT 法5条の「優先接続」規定が電気事業法第17条に移行したことで名実ともに経済産業省の意図する「先着優先」となったことである。第三に、そもそも「優先接続」規定の定義そのものが極めて曖昧で、ステークホルダー間で統一されていなかったことである。
② EUにおける再エネ「優先接続」規定の発達
　最初に登場した「優先接続」とも言える2001年再エネ指令におけるPriority Accessは、市場へのアクセス（売電や買取保証、送電等）だけではなく、「接続」の概念を内包していた。2009年再エネ指令では若干の曖昧さを残しつつも「優先接続」の概念が整理されてきており、2009年再エネ指令におけるPriority Accessは、系統へ接続されていることを前提に市場へのアクセス（売電や買取保証、送電等）を保証するものである。さらに言えば、2009年再エネ指令におけるPriority Accessは、2003年電力指令に規定される技術的適格性およびメリットオーダーに基づく再エネの優先給電を意味している。
他方で、Priority Connectionは、再エネが送配電ネットワークに接続されていないことを前提に、送配電ネットワークへの「物理的接続」を意味している。

③ 各ステークホルダーの『優先接続』の定義と「優先接続」論争の全体像
　EUの「優先接続」規定の進展を踏まえれば、各ステークホルダーがどの時期でPriority Access、もしくはPriority Connectionを「優先接続」と定義したかが異なる。その影響で、日本の政策決定過程における「定義としての優先接続」に曖昧さが生じた。さらに、その曖昧さが、旧FIT法5条では再エネだけに接続義務を課しているが他の電源には接続義務がない「現象としての優先接続状態」を引き起こしたのではなかろうか。
４．結論

本報告では、現在の系統接続問題の根底にある「優先接続」論争を掘り下げ、各ステークホルダーが「優先接続」をどう定義してきたかを、日本の政策決定過程の分析とEU指令との比較から明らかにした。結論として言えることは、FIT法制度設計時における①制度設計の前提条件の不在、②海外政策動向の断片的理解、③各ステークホルダーの政治的判断が国内の制度設計に大きな影響をもたらし、今回の「優先接続」論争、そしてその先にある現在の系統接続問題を引き起こしている。それと同時に、EU再エネ指令・電力指令で明記されている技術的適格性は日本でも考慮されているが、同様に記載されている経済合理性に基づくメリットオーダーは導入されていないことも指摘しておきたい。

日本での真の再エネ大量導入を進める上では、政策的な前提条件を整備・共有し、経済合理性に基づく市場形成のための制度を検討することが必要である。
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